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(57)【要約】
【課題】本発明は、通信システムにおいて干渉制御のた
めのサブフレーム運用及びチャネル情報伝送方法及び装
置に関する。
【解決手段】マクロ基地局が上向きリンク伝送を抑制す
るための上向きリンク保護サブフレームを決定して隣接
基地局に通知し、上向きリンク保護サブフレームに対応
する下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータの
ためのスケジューリング情報を伝送し、隣接基地局で決
定された上向きリンク保護サブフレームが通知されれば
、小型基地局が通知された上向きリンク保護サブフレー
ムを動的サブフレームに設定して下向きリンク伝送に使
用し、動的サブフレームが下向きリンク伝送に使用され
れば、小型基地局の端末が動的サブフレームで非周期チ
ャネル情報を測定し、少なくとも１つの上向きリンクサ
ブフレームで伝送するように構成される。
【選択図】図７ａ



(2) JP 2018-78635 A 2018.5.17

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信システムの端末における情報伝送方法において、
　基地局からサブフレームを指示するための情報を含むＣＳＩ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｔａ
ｔｕｓ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）要請を含む下向きリンク制御情報を第１サブフレーム
上で受信する段階と、
　前記サブフレームを指示するための情報に基づいて決定されたサブフレームに対するＣ
ＳＩを前記第１サブフレームに対応する上向きリンクサブフレームにおいて、前記基地局
に伝送する段階と、を含む情報伝送方法。
【請求項２】
　前記決定されたサブフレームは、有効な下向きリンクサブフレームであることを特徴と
する請求項１に記載の情報伝送方法。
【請求項３】
　前記下向きリンク制御情報が受信される第１サブフレームは、前記端末に設定されたＴ
ＤＤ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｄｕｐｌｅｘ）ＵＬ／ＤＬ（ｕｐｋｉｎｋ／ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ）設定に応じ、指示された下向きリンクサブフレーム、又はスペシャルサブフ
レームであることを特徴とする請求項１に記載の情報伝送方法。
【請求項４】
　前記下向きリンク制御情報は、上向きリンクグラント（ｇｒａｎｔ）を含むことを特徴
とする請求項１に記載の情報伝送方法。
【請求項５】
　前記第１サブフレームと前記上向きリンクサブフレームの間隔は、４と等しいか又は４
よりも大きい値であることを特徴とする請求項１に記載の情報伝送方法。
【請求項６】
　通信システムの基地局における情報受信方法において、
　サブフレームを指示するための情報を含むＣＳＩ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｔａｔｕｓ　ｉ
ｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）要請を含む下向きリンク制御情報を第１サブフレーム上で前記端
末に伝送する段階と、
　前記サブフレームを指示するための情報に基づいて決定されたサブフレームに対するＣ
ＳＩを前記第１サブフレームに対応する上向きリンクサブフレームにおいて、前記端末か
ら受信する段階と、を含む情報受信方法。
【請求項７】
　前記決定されたサブフレームは、有効な下向きリンクサブフレームであることを特徴と
する請求項６に記載の情報受信方法。
【請求項８】
　前記下向きリンク制御情報が受信される第１サブフレームは、前記端末に設定されたＴ
ＤＤ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｄｕｐｌｅｘ）ＵＬ／ＤＬ（ｕｐｋｉｎｋ／ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ）設定に応じ、指示された下向きリンクサブフレーム、又はスペシャルサブフ
レームであることを特徴とする請求項６に記載の情報受信方法。
【請求項９】
　前記下向きリンク制御情報は、上向きリンクグラント（ｇｒａｎｔ）を含むことを特徴
とする請求項６に記載の情報受信方法。
【請求項１０】
　前記第１サブフレームと前記上向きリンクサブフレームの間隔は、４と等しいか又は４
よりも大きい値であることを特徴とする請求項６に記載の情報受信方法。
【請求項１１】
　通信システムの端末において、
　信号を送受信する送受信部と、
　基地局からサブフレームを指示するための情報を含むＣＳＩ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｔａ
ｔｕｓ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）要請を含む下向きリンク制御情報を第１サブフレーム
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上で受信し、前記サブフレームを指示するための情報に基づいて決定されたサブフレーム
に対するＣＳＩを前記第１サブフレームに対応する上向きリンクサブフレームにおいて、
上記基地局に伝送するように前記送受信部を制御する制御部と、を含む端末。
【請求項１２】
　前記決定されたサブフレームは、有効な下向きリンクサブフレームであることを特徴と
する請求項１１に記載の端末。
【請求項１３】
　前記下向きリンク制御情報が受信される第１サブフレームは、前記端末に設定されたＴ
ＤＤ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｄｕｐｌｅｘ）ＵＬ／ＤＬ（ｕｐｋｉｎｋ／ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ）設定に応じ、指示された下向きリンクサブフレーム、又はスペシャルサブフ
レームであることを特徴とする請求項１１に記載の端末。
【請求項１４】
　前記下向きリンク制御情報は、上向きリンクグラント（ｇｒａｎｔ）を含むことを特徴
とする請求項１１に記載の端末。
【請求項１５】
　前記第１サブフレームと前記上向きリンクサブフレームの間隔は、４と等しいか又は４
よりも大きい値であることを特徴とする請求項１１に記載の端末。
【請求項１６】
　通信システムの基地局において、
　信号を送受信する送受信部と、
　サブフレームを指示するための情報を含むＣＳＩ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｔａｔｕｓ　ｉ
ｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）要請を含む下向きリンク制御情報を第１サブフレーム上で前記端
末に伝送し、前記サブフレームを指示するための情報に基づいて決定されたサブフレーム
に対するＣＳＩを前記第１サブフレームに対応する上向きリンクサブフレームにおいて、
前記端末から受信するように前記送受信部を制御する制御部と、を含む基地局。
【請求項１７】
　前記決定されたサブフレームは、有効な下向きリンクサブフレームであることを特徴と
する請求項１６に記載の基地局。
【請求項１８】
　前記下向きリンク制御情報が受信される第１サブフレームは、前記端末に設定されたＴ
ＤＤ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｄｕｐｌｅｘ）ＵＬ／ＤＬ（ｕｐｋｉｎｋ／ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ）設定に応じ、指示された下向きリンクサブフレーム、又はスペシャルサブフ
レームであることを特徴とする請求項１６に記載の基地局。
【請求項１９】
　前記下向きリンク制御情報は、上向きリンクグラント（ｇｒａｎｔ）を含むことを特徴
とする請求項１６に記載の基地局。
【請求項２０】
　前記第１サブフレームと前記上向きリンクサブフレームの間隔は、４と等しいか又は４
よりも大きい値であることを特徴とする請求項１６に記載の基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、セルラ（ｃｅｌｌｕｌａｒ）無線通信システムに関し、特に動的サブフレー
ム（ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｓｕｂｆｒａｍｅ）を支援するＴＤＤ通信システムにおいて異種
セル間の干渉制御のための方法と前記動的サブフレームで基地局がデータをスケジューリ
ングするときに必要なチャネル情報を端末が伝送する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近、移動通信システムにおいて、無線チャネルで高速データ伝送に有用な方式で直交
周波数分割多重接続（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　



(4) JP 2018-78635 A 2018.5.17

10

20

30

40

50

Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ；以下、ＯＦＤＭＡといい）方式、あるいはこれと類似
な方式で単搬送波周波数分割多重接続（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ－Ｆｒｅｑｕｅｎ
ｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ：以下、ＳＣ－ＦＤＭＡとい
い）方式が活発に研究されている。上記のような多重接続方式は、通常、各ユーザ別にデ
ータあるいは制御情報を伝送する時間－周波数資源を互いに重ならないように、すなわち
直交性（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌｉｔｙ）が成立するように、割当及び運用することによっ
て、各ユーザのデータあるいは制御情報を区分する。
【０００３】
　セルラ無線通信システムにおいて高速の無線データサービスを提供するために重要なこ
とのうち１つは、拡張性帯域幅（ｓｃａｌａｂｌｅ　ｂａｎｄｗｉｄｔｈ）の支援である
。その一例として、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システムは、２
０／１５／１０／５／３／１．４ＭＨｚなどの多様な帯域幅を有することが可能である。
サービス事業者は、前記帯域幅のうち選択してサービスを提供することができ、端末機も
最大２０ＭＨｚ帯域幅を支援するものから最小１．４ＭＨｚ帯域幅のみを支援することな
ど様々な種類が存在する。そして、ＩＭＴ－Ａｄｖａｎｃｅｄ要求水準のサービスを提供
することを目標とするＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ（以下、ＬＴＥ－Ａと簡単に称する）シ
ステムにおいて、ＬＴＥキャリアの結合（ｃａｒｒｉｅｒ　ａｇｇｒｅｇａｔｉｏｎ；以
下、ＣＡという）を通じて最大１００ＭＨｚ帯域幅に至る広帯域のサービスを提供する。
【０００４】
　ＬＴＥ－Ａシステムは、高速のデータ伝送のためにＬＴＥシステムより広帯域を必要と
する。それと同時にＬＴＥ端末に対する互換性（ｂａｃｋｗａｒｄ　ｃｏｍｐａｔｉｂｉ
ｌｉｔｙ）も重要なので、ＬＴＥ端末もＬＴＥ－Ａシステムに接続し、サービスを受ける
ことができなければならない。このために、ＬＴＥ－Ａシステムは、全体システム帯域を
ＬＴＥ端末が送信あるいは受信する帯域幅のサブバンド（ｓｕｂｂａｎｄ）あるいは構成
搬送波（ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　ｃａｒｒｉｅｒ；ＣＣ、あるいはセルと呼ぶ）で分け、所
定の構成搬送波を結合した後、各構成搬送波別にデータを生成及び伝送することによって
、各構成搬送波別に既存ＬＴＥシステムの送受信プロセスを活用してＬＴＥ－Ａシステム
の高速データ伝送を支援する。各構成搬送波あるいはセルは、端末観点でその用途や重要
性で区分するとき、ｐｒｉｍａｒｙセルとｓｅｃｏｎｄａｒｙセルに分けられる。Ｐｒｉ
ｍａｒｙセルは、端末観点で１つであり、ｓｅｃｏｎｄａｒｙセルは、ｐｒｉｍａｒｙセ
ルを除いた残りのセルである。現在ＬＴＥ－Ａシステムにおいて、上向きリンク制御チャ
ネルがただｐｒｉｍａｒｙセルだけで伝送され得るようにし、上向きリンクデータチャネ
ルは、ｐｒｉｍａｒｙセルとｓｅｃｏｎｄａｒｙセルで伝送され得るようにしている。
【０００５】
　各構成搬送波別に伝送するデータに対するスケジューリング情報は、下向きリンク制御
情報（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ；ＤＣＩ）として端
末に通知する。ＤＣＩは、様々なフォーマットを定義し、上向きリンクデータに対するス
ケージュリング情報であるか否かあるいは下向きリンクデータに対するスケジューリング
情報であるか否か、コンパクトＤＣＩであるか否か、多重アンテナを使用した空間多重化
（ｓｐａｔｉａｌ　ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）を適用するか否か、電力制御用ＤＣＩで
あるか否かなどによって定められたＤＣＩフォーマットを適用して運用する。例えば、Ｍ
ＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ、多重入出力
アンテナ）を適用しない下向きリンクデータに対する制御情報であるＤＣＩ　ｆｏｒｍａ
ｔ　１は、次のような制御情報で構成される。
【０００６】
　－Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　ｔｙｐｅ０／１　ｆｌａｇ：リソース割
り当て方式がｔｙｐｅ　０であるか、ｔｙｐｅ　１であるかを通知する。Ｔｙｐｅ　０は
、ビットマップ方式を適用してＲＢＧ（ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｂｌｏｃｋ　ｇｒｏｕｐ）単
位でリソースを割り当てる。ＬＴＥ及びＬＴＥ－Ａシステムにおいてスケジューリングの
基本単位は、時間及び周波数領域リソースで表現されるＲＢ（ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｂｌｏ
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ｃｋ）であり、ＲＢＧは、複数個のＲＢで構成され、ｔｙｐｅ　０方式でのスケージュリ
ングの基本単位になる。Ｔｙｐｅ　１は、ＲＢＧ内で特定ＲＢを割り当てるようにする。
【０００７】
　－Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｂｌｏｃｋ　ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ：データ伝送に割り当てられ
たＲＢを通知する。システム帯域幅及びリソース割り当て方式に従って表現するリソース
が決定される。
【０００８】
　－Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｃｏｄｉｎｇ　ｓｃｈｅｍｅ：データ伝送に使用さ
れた変調方式とコーディングレートを通知する。
【０００９】
　－ＨＡＲＱ　ｐｒｏｃｅｓｓ　ｎｕｍｂｅｒ：ＨＡＲＱのプロセス番号を通知する。
【００１０】
　－Ｎｅｗ　ｄａｔａ　ｉｎｄｉｃａｔｏｒ：ＨＡＲＱ初期伝送であるかまたは再伝送で
あるかを通知する。
【００１１】
　－Ｒｅｄｕｎｄａｎｃｙ　ｖｅｒｓｉｏｎ：ＨＡＲＱのｒｅｄｕｎｄａｎｃｙ　ｖｅｒ
ｓｉｏｎを通知する。
【００１２】
　－ＴＰＣ　ｃｏｍｍａｎｄ　ｆｏｒ　ＰＵＣＣＨ：上向きリンク制御チャネルであるＰ
ＵＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｕｐｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｈａｎｎｅｌ）に対す
る電力制御命令を通知する。
【００１３】
　前記ＤＣＩは、チャネルコーディング及び変調過程を経て下向きリンク物理制御チャネ
ルであるＰＤＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｄｏｗｎｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｈａｎ
ｎｅｌ）を通じて伝送される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　ところが、前述した無線通信システムにおいてセル間の干渉が発生する問題点がある。
すなわちそれぞれのセル内で基地局と端末間の信号が隣接セルの端末に相互干渉として作
用する。このようなセル間の干渉は、無線通信システムにおいてチャネル活用度を低下さ
せる。これにより、無線通信システムの性能が低下する。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記課題を解決するための本発明による干渉制御のためのマクロ基地局のサブフレーム
運用方法は、上向きリンク伝送を抑制するための上向きリンク保護サブフレームを決定し
、隣接基地局に通知する過程と、前記上向きリンク保護サブフレームに対応する下向きリ
ンクサブフレームで上向きリンクデータのためのスケジューリング情報を伝送する過程と
を含むことを特徴とする。
【００１６】
　また、上記課題を解決するための本発明による干渉制御のための小型基地局のサブフレ
ーム運用方法は、隣接基地局で決定された上向きリンク保護サブフレームが通知されれば
、前記通知された上向きリンク保護サブフレームを動的サブフレームに設定する過程と、
前記設定された動的サブフレームを下向きリンク伝送に使用する過程とを含むことを特徴
とする。
【００１７】
　また、上記課題を解決するための本発明による干渉制御のための端末のチャネル情報伝
送方法は、動的サブフレームが下向きリンク伝送に使用されれば、前記動的サブフレーム
で非周期チャネル情報を測定する過程と、前記測定された非周期チャネル情報を少なくと
も１つの上向きリンクサブフレームで伝送する過程とを含むことを特徴とする。
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【００１８】
　一方、上記課題を解決するための本発明による干渉制御のためのマクロ基地局のサブフ
レーム運用装置は、上向きリンク伝送を抑制するための上向きリンク保護サブフレームを
決定し、隣接基地局に通知するための制御機と、前記制御機の制御下に、前記上向きリン
ク保護サブフレームに対応する下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータのための
スケジューリング情報を伝送するための送信部とを含むことを特徴とする。
【００１９】
　また、上記課題を解決するための本発明による干渉制御のための小型基地局のサブフレ
ーム運用装置は、隣接基地局で決定された上向きリンク保護サブフレームが通知されれば
、前記通知された上向きリンク保護サブフレームを利用して動的サブフレームを設定し、
前記設定された動的サブフレームを下向きリンク伝送に使用するための他の制御機を含む
ことを特徴とする。
【００２０】
　また、上記課題を解決するための本発明による干渉制御のための端末のチャネル情報伝
送装置は、動的サブフレームが下向きリンク伝送に使用されれば、前記動的サブフレーム
で非周期チャネル情報を測定するための制御機と、前記制御機の制御下に、前記測定され
た非周期チャネル情報を少なくとも１つの上向きリンクサブフレームで伝送するための送
信部とを含むことを特徴とする。
【００２１】
　本発明は、小型基地局が動的サブフレームを下向きリンク伝送に使用する場合、小型基
地局端末がマクロ基地局端末から受ける干渉を制御しながら、マクロ基地局の資源活用に
影響を与えない方案を提供する。また、ＴＤＤシステムにおいて小型基地局が動的サブフ
レームを下向きリンク伝送に使用するとき、小型基地局が下向きリンクデータをスケジュ
ーリングするときに参考する下向きリンクチャネル情報を伝送する方案を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】図１は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの運用例を示す例示図で
ある。
【図２】図２は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの他の運用例を示す例示
図である。
【図３】図３は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの構成例を示す例示図で
ある。
【図４】図４は、一般的なＴＤＤフレームを運用する通信システムを示す概念図である。
【図５】図５は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレーム間の関係を説明するため
の例示図である。
【図６ａ】図６ａは、本発明の実施形態による通信システムにおいて基地局のサブフレー
ム運用手続を示す流れ図である。
【図６ｂ】図６ｂは、本発明の実施形態による通信システムにおいて基地局のサブフレー
ム運用手続を示す流れ図である。
【図７ａ】図７ａは、本発明の第１、第２、第３及び第４実施形態による通信システムに
おいて端末でチャネル情報伝送手続を示す流れ図である。
【図７ｂ】図７ｂは、本発明の第１、第２、第３及び第４実施形態による通信システムに
おいて端末でチャネル情報伝送手続を示す流れ図である。
【図７ｃ】図７ｃは、本発明の第１、第２、第３及び第４実施形態による通信システムに
おいて端末でチャネル情報伝送手続を示す流れ図である。
【図７ｄ】図７ｄは、本発明の第１、第２、第３及び第４実施形態による通信システムに
おいて端末でチャネル情報伝送手続を示す流れ図である。
【図８ａ】図８ａは、本発明の第１実施形態による端末のチャネル情報伝送手続を説明す
るための例示図である。
【図８ｂ】図８ｂは、本発明の第１実施形態による端末のチャネル情報伝送手続を説明す
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るための例示図である。
【図９】図９は、本発明の実施形態による通信システムにおいて基地局のサブフレーム運
用装置を示すブロック図である。
【図１０】図１０は、本発明の実施形態による通信システムにおいて端末のチャネル情報
伝送装置を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施形態を添付の図面とともに詳しく説明する。また、本発明を説明す
るに際して、関連した公知機能あるいは構成に対する具体的な説明が本発明の要旨を不明
にすることができると判断された場合、その詳細な説明を省略する。そして、後述する用
語は、本発明での機能を考慮して定義された用語であって、これは、ユーザ、運用者の意
図または慣例などによって変わることができる。したがって、それは、本明細書全般にわ
たった内容に基づいて定義されなければならない。
【００２４】
　また、本発明の実施形態を具体的に説明するに際して、ＴＤＤ（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓ
ｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）システムを主な対象とするが、本発明の主な要旨は、類似の技術
的背景及びチャネル形態を有する他の通信システムにも、本発明の範囲を大きく逸脱しな
い範囲で少しの変形で適用可能であり、これは、本発明の技術分野における熟練された技
術的知識を有する者の判断で可能だろう。
【００２５】
　一般的にＴＤＤ通信システムは、下向きリンク及び上向きリンクに共通の周波数を使用
し、且つ時間領域で上向きリンク信号と下向きリンク信号の送受信を区分して運用する。
ＬＴＥ　ＴＤＤでは、サブフレーム別に上向きリンクあるいは下向きリンク信号を区分し
て伝送する。上向きリンク及び下向きリンクのトラフィック負荷（ｔｒａｆｆｉｃ　ｌｏ
ａｄ）によって、上 向き／下向きリンク用サブフレームを時間領域で均等に分割して運
用するか、下向きリンクにさらに多いサブフレームを割り当てて運用するか、あるいは上
向きリンクにさらに多いサブフレームを割り当てて運用する。ＬＴＥで前記サブフレーム
の長さは、１ｍｓであり、１０個のサブフレームが集まって１つのラジオフレーム（ｒａ
ｄｉｏ　ｆｒａｍｅ）を構成する。
【００２６】

【表１】

【００２７】
　表１は、ＬＴＥに定義されたＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定（ＴＤＤ　Ｕｐｌｉｎｋ－Ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ　ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ）を示す。表１で’Ｄ’は、下向きリンク伝送
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レームを示し、’Ｓ’は、ＤｗＰＴＳ（Ｄｗｏｎｌｉｎｋ　Ｐｉｌｏｔ　Ｔｉｍｅ　Ｓｌ
ｏｔ）、ＧＰ（Ｇｕａｒｄ　Ｐｅｒｉｏｄ）、ＵｐＰＴＳ（Ｕｐｌｉｎｋ　Ｐｉｌｏｔ　
Ｔｉｍｅ　Ｓｌｏｔ）で構成されるスペシャルサブフレーム（Ｓｐｅｃｉａｌ　ｓｕｂｆ
ｒａｍｅ）を示す。ＤｗＰＴＳでは、一般的なサブフレームと同様に、下向きリンクで制
御情報伝送が可能であり、スペシャルサブフレームの設定状態によってＤｗＰＴＳの長さ
が十分に長い場合、下向きリンクデータ伝送も可能である。ＧＰは、下向きリンクから上
向きリンクに伝送状態の遷移を収容する区間であって、ネックワーク設定などによって長
さが決定される。ＵｐＰＴＳは、上向きリンクチャネル状態を推定するのに必要な端末の
ＳＲＳ（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｆｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）伝送あるいはランダ
ムアクセスのための端末のＲＡＣＨ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｈａｎｎｅｌ）伝
送に使用される。
【００２８】
　例えば、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃６の場合、サブフレーム＃０、＃５、＃９に下向き
リンクデータ及び制御情報伝送が可能であり、サブフレーム＃２、＃３、＃４、＃７、＃
８に上向きリンクデータ及び制御情報伝送が可能である。そして、スペシャルサブフレー
ムに該当するサブフレーム＃１、＃６では、下向きリンク制御情報と場合によって下向き
リンクデータ伝送が可能であり、上向きリンクでは、ＳＲＳあるいはＲＡＣＨ伝送が可能
である。
【００２９】
　ＴＤＤシステムにおいては、下向きリンクあるいは上向きリンク信号伝送が特定時間区
間の間だけで許容されるので、データスケジューリングのための制御チャネル、スケージ
ュリングされるデータチャネル、そしてデータチャネルに対応するＨＡＲＱ　ＡＣＫ／Ｎ
ＡＣＫチャネルなど相互関係にある上向き／下向きリンク物理チャネル間の具体的なタイ
ミング関係を定義する必要がある。
【００３０】
　まず、ＬＴＥ　ＴＤＤシステムにおいて下向きリンクデータ伝送用物理チャネルである
ＰＤＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）と
これに対応する上向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫが伝送される物理チャネルであ
るＰＵＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）あ
るいはＰＵＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）
の上向き／下向きリンクタイミング関係は、次のとおりである。
【００３１】
　端末は、基地局からサブフレームｎ－ｋに伝送されたＰＤＳＣＨを受信すれば、上向き
リンクサブフレームｎに前記ＰＤＳＣＨに対する上向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣ
Ｋ伝送をする。この際、前記ｋは、集合Ｋの構成元素であって、Ｋは、表２に定義された
とおりである。
【００３２】
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【００３３】
　表２は、各ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定でＰＤＳＣＨがそれぞれの下向きリンクサブフレー
ム（Ｄ）あるいはスペシャルサブフレーム（Ｓ）ｎで伝送されるとき、これに対応する上
向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫがどのサーフフレームで伝送されるかを前記表２
の定義によって再び整理したものである。
【００３４】
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【表３】

【００３５】
　図１は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの運用例を示す例示図である。
このような図１を利用して表３を説明すれば、次のとおりある。この際、図１は、表３の
ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃６でＰＤＳＣＨがそれぞれの下向きリンクあるいはスペシャル
サブフレームに伝送されるとき、これに対応する上向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣ
Ｋがどのサーフプレに伝送されるかを前記表３の定義によって例示した図である。
【００３６】
　例えば、ラジオフレームｉのサブフレーム＃０に基地局が伝送したＰＤＳＣＨ　１０１
に対応する上向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫは、ラジオフレームｉのサブフレー
ム＃７に端末が伝送する（１０３）。この際、前記ＰＤＳＣＨ　１０１に対するスケジュ
ーリング情報を含む下向きリンク制御情報（ＤＣＩ）は、前記ＰＤＳＣＨが伝送されるサ
ブフレームと同一のサブフレームにＰＤＣＣＨを通じて伝送される。他の例として、ラジ
オフレームｉのサブフレーム＃９に基地局が伝送したＰＤＳＣＨ　１０５に対応する上向
きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫは、ラジオフレームｉ＋１のサブフレーム＃４に端
末が伝送する（１０７）。同様に、前記ＰＤＳＣＨ　１０５に対するスケジューリング情
報を含む下向きリンク制御情報（ＤＣＩ）は、前記ＰＤＳＣＨが伝送されるサブフレーム
と同一のサブフレームにＰＤＣＣＨを通じて伝送される。
【００３７】
　ＬＴＥシステムにおいて下向きリンクＨＡＲＱは、データ再伝送時点が固定されない非
同期（ａｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ）ＨＡＲＱ方式を採択している。すなわち、基地局が伝
送したＨＡＲＱ初期伝送データに対して端末からＨＡＲＱ　ＮＡＣＫをフィードバックさ
れた場合、基地局は、次回のＨＡＲＱ再伝送データの伝送時点をスケジューリング動作に
よって自由に決定する。端末は、ＨＡＲＱ動作のために受信データに対するデコーディン
グ結果、エラーとして判断されたＨＡＲＱデータに対してバッファーリングをした後、次
回のＨＡＲＱ再伝送データと合成（combining）を行う。この際、端末の受信バッファー
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リンクＨＡＲＱプロセス個数を表４のように定義している。１つのＨＡＲＱプロセスは、
時間領域で１つのサブフレームにマッピングされる。
【００３８】

【表４】

【００３９】
　図１の例を参照すれば、端末は、ラジオフレームｉのサブフレーム＃０に基地局が伝送
したＰＤＳＣＨ　１０１をデコーディングし、エラーと判断されれば、ＨＡＲＱ　ＮＡＣ
Ｋをラジオフレームｉのサブフレーム＃７に伝送（１０３）する。基地局は、前記ＨＡＲ
Ｑ　ＮＡＣＫを受信すれば、前記ＰＤＳＣＨ　１０１に対する再伝送データをＰＤＳＣＨ
　１０９で構成し、ＰＤＣＣＨとともに伝送する。図１の例では、表４の定義によってＴ
ＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃６の最大下向きリンクＨＡＲＱプロセス個数が６個であることを
反映して、前記再伝送データがラジオフレームｉ＋１のサブフレーム＃１に伝送されるこ
とを例示する。すなわち、初期伝送ＰＤＳＣＨ　１０１と再伝送ＰＤＳＣＨ　１０９との
間に総６個の下向きリンクＨＡＲＱプロセス（１１１、１１２、１１３、１１４、１１５
、１１６）が存在する。
【００４０】
　ＬＴＥシステムにおいて下向きリンクＨＡＲＱとは異なって、上向きリンクＨＡＲＱは
、データ伝送時点が固定された同期（ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ）ＨＡＲＱ方式を採択して
いる。すなわち、上向きリンクデータ伝送用物理チャネルであるＰＵＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）とこれに先行する下向きリンク
制御チャネルであるＰＤＣＣＨ、そして前記ＰＵＳＣＨに対応する下向きリンクＨＡＲＱ
　ＡＣＫ／ＮＡＣＫが伝送される物理チャネルであるＰＨＩＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｈ
ｙｂｒｉｄ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）の上向き／下向きリンクタイミング
関係が次のような規則によって固定されている。
【００４１】
　端末は、サブフレームｎに基地局から伝送された上向きリンクスケジューリング制御情
報を含むＰＤＣＣＨあるいは下向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫが伝送されるＰＨ
ＩＣＨを受信すれば、サブフレームｎ＋ｋに前記制御情報に対応する上向きリンクデータ
をＰＵＳＣＨを通じて伝送する。この際、前記ｋは、表５に定義されたとおりである。
【００４２】
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【表５】

【００４３】
　そして、端末は、サブフレームｉに基地局から下向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣ
Ｋを運搬するＰＨＩＣＨを受信すれば、前記ＰＨＩＣＨは、サブフレームｉ－ｋに端末が
伝送したＰＵＳＣＨに対応する。この際、前記ｋは、表６に定義されたとおりである。
【００４４】

【表６】

【００４５】
　図２は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの他の運用例を示す例示図であ
る。この際、図２は、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃１の場合、ＰＤＣＣＨあるいはＰＨＩＣ
Ｈがそれぞれの下向きリンクあるいはスペシャルサブフレームに伝送されるとき、これに
対応する上向きリンクＰＵＳＣＨがどのサブフレームに伝送されるか、そしてさらに前記
ＰＵＳＣＨに対応するＰＨＩＣＨがどのサブフレームに伝送されるかを前記表５と表６の
定義によって例示した図である。
【００４６】
　例えば、ラジオフレームｉのサブフレーム＃１に基地局が伝送したＰＤＣＣＨあるいは
ＰＨＩＣＨ　２０１に対応する上向きリンクＰＵＳＣＨは、ラジオフレームｉのサブフレ
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ーム＃７に端末が伝送する（２０３）。そして基地局は、前記ＰＵＳＣＨに対応するＰＨ
ＩＣＨをラジオフレームｉ＋１のサブフレーム＃１を介して端末に伝送する（２０５）。
他の例として、ラジオフレームｉのサブフレーム＃６に基地局が伝送したＰＤＣＣＨある
いはＰＨＩＣＨ　２０７に対応する上向きリンクＰＵＳＣＨは、ラジオフレームｉ＋１の
サブフレーム＃２に端末が伝送する（２０９）。そして基地局は、前記ＰＵＳＣＨに対応
するＰＨＩＣＨをラジオフレームｉ＋１のサブフレーム＃６を介して端末に伝送する（２
１１）。
【００４７】
　ＬＴＥ　ＴＤＤシステムにおいては、ＰＵＳＣＨ伝送と関連して、前記ＰＵＳＣＨに対
応するＰＤＣＣＨあるいはＰＨＩＣＨの下向きリンク伝送が特定の下向きリンクサブフレ
ームでは制限されるようにして、基地局及び端末の最小送受信プロセッシングタイムを保
証するようにする。例えば、図２のＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃１の場合、サブフレーム＃
０、＃５では、前記ＰＵＳＣＨをスケジューリングするためのＰＤＣＣＨあるいは前記Ｐ
ＵＳＣＨに対応するＰＨＩＣＨが下向きリンクに伝送されない。
【００４８】
　一般的にＴＤＤシステムにおいてＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定が決定された後には、上向き
リンク伝送のためのサブフレームさと下向きリンク伝送のためのサブフレームの個数が定
められているので、特定時点の特定基地局で上向きリンク伝送よりは、下向きリンク伝送
がさらに多いデータ容量を必要する場合が発生する場合に能動的に対処することが不可能
である。したがって、全体システムのＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定を変更すること代わりに、
特定基地局で上向き／下向きリンクのデータ要求容量によって動的に変更することができ
る動的サブフレーム（ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｓｕｂｆｒａｍｅ）方案が提案された。動的サ
ブフレームは、下向きリンクサブフレームさと上向きリンクサブフレームとの間に存在し
なければならない保護時間に影響を与えないために、常時下向きリンクサブフレームの前
に存在する上向きリンクサブフレームから時間軸上に連続的に隣接する上向きリンクサブ
フレームに動的サブフレームが割り当てられる。
【００４９】
　図３は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレームの構成例を示す例示図である。
この際、図３は、動的サブフレームをＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３に適用した例を示す図
である。
【００５０】
　図３を参照すれば、動的サブフレームを運用しない場合、フレームが３０１のように構
成される。そして、１つの動的サブフレームを運用する場合、フレームが３０２のように
構成される。この際、上向きリンクサブフレームのうち下向きリンクサブフレームと隣接
するいずれか１つが３０９のように動的サブフレームとして運用される。言い換えれば、
サブフレーム＃４が動的サブフレームとして運用される。また、多数個の動的サブフレー
ムを運用する場合、フレームが３０３及び３０４のように構成される。この際、上向きリ
ンクサブフレームのうち下向きリンクサブフレームと連続的に隣接する少なくともいずれ
か２つが３１０及び３１１のように動的サブフレームとして運用される。ここで、動的サ
ブフレームは、下向きリンクサブフレームの間に連続的に現われる。すなわち、サブフレ
ーム＃３が動的サブフレームとして下向きリンク伝送に使用された場合、上向きリンクサ
ブフレーム＃３以後でサブフレーム＃４は、必ず動的サブフレームとしてサブフレーム＃
３とともに下向きリンク伝送に使用されなければならない。同様に、サブフレーム＃２街
動的サブフレームとして下向きリンク伝送に使用される場合、上向きリンクサブフレーム
＃２以後で上向きリンクサブフレーム＃３及び上向きリンクサブフレーム＃４は、必ず動
的サブフレームとしてサブフレーム＃２とともに下向きリンク伝送に使用されなければな
らない。
【００５１】
　この際、具現によって、基地局が端末に動的サブフレームとして運用するための上向き
リンクサブフレームを別途の情報またはシグナリングで通知する。または、端末が基地局
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から別途の情報またはシグナリングなく、動的サブフレームとして運用される上向きリン
クサブフレームを自体的に識別することもできる。そして、フレームでスペシャルサブフ
レームとスペシャルサブフレーム以後に最も初めて現われる下向きリンクサブフレーム、
例えばサブフレーム＃ｎ＋１の間にサブフレーム＃ｎを含んで整数（ｉｎｔｅｇｅｒ）に
該当するｐ個の動的サブフレームが存在する場合、動的サブフレームは、サブフレーム＃
ｎ－ｐ＋１からサブフレーム＃ｎに該当し、時間軸上で隣接するサブフレームであっても
よい。また、フレームが時間軸で相互から離隔された少なくとも２つの上向きリンクサブ
フレームを含む場合、上向きリンクサブフレームのうち一部が動的サブフレームとして運
用される。
【００５２】
　図４は、一般的なＴＤＤフレームを運用する通信システムを示す概念図である。この際
、図４は、ＴＤＤシステムにおいて様々な基地局が混在し、様々な基地局が同一のＴＤＤ
　ＵＬ－ＤＬ設定で動作している場合、特定基地局で動的サブフレームを下向きリンク伝
送に使用している様子を示す図である。
【００５３】
　図４を参照すれば、マクロ基地局は、当該動的サブフレームを元々どおり上向きリンク
伝送に使用し、隣近に位置する小型基地局が当該動的サブフレームを下向きリンク伝送に
使用する場合、小型基地局から下向きリンク伝送を受信する小型基地局端末は、隣近でマ
クロ基地局に上向きリンク伝送を行うマクロ基地局端末から干渉を受けるようになる。図
面で干渉を受ける様子を点線の矢印で表示した。したがって、小型基地局が動的サブフレ
ームを下向きリンク伝送に使用するとき、小型基地局端末が干渉を受けずに、下向きリン
ク受信をすることができる方案が必要であり、当該方案は、できるだけ、マクロ基地局の
資源利用に影響を与えてはならない。
【００５４】
　また、小型基地局が動的サブフレームを下向きリンク伝送に使用するとき、前記小型基
地局が下向きリンクデータをスケジューリングするときに参考するチャネル情報を必要と
する。しかし、干渉状況が動的サブフレーム以前の状況とは完全に異なっていて、隣接マ
クロ基地局の下向きリンク伝送による干渉と、隣接小型基地局が動的サブフレームとして
運用し、上向きリンク伝送による干渉や下向きリンク伝送による干渉が混在されている状
況で、小型基地局端末が小型基地局にチャネル情報を通知するための方案が必要になる。
【００５５】
　以下、本発明は、まず、ＴＤＤシステムにおいて小型基地局が動的サブフレームを下向
きリンク伝送に使用する場合、小型基地局端末がマクロ基地局端末から受ける干渉を制御
しながら、マクロ基地局の資源活用に影響を与えない具体的な方法を説明する。
【００５６】
　次に、ＴＤＤシステムにおいて小型基地局が動的サブフレームを下向きリンク伝送に使
用するとき、小型基地局が下向きリンクデータをスケジューリングするときに参考する下
向きリンクチャネル情報を伝送するための具体的な方法を説明する。
【００５７】
　まず、ＴＤＤ無線通信システムにおいて、小型基地局が動的サブフレームを下向きリン
ク伝送に使用する場合、小型基地局端末がマクロ基地局端末から受ける干渉を制御しなが
ら、マクロ基地局の資源活用に影響を与えない具体的な方法を説明する。
【００５８】
　図５は、一般的なＴＤＤフレームにおいてサブフレーム間の関係を説明するための例示
図である。この際、図５は、ＰＤＣＣＨによるＰＵＳＣＨ伝送タイミングとＰＵＣＣＨ伝
送タイミングをＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３と４によってそれぞれ比較した図である。Ｐ
ＤＣＣＨによるＰＵＳＣＨ伝送タイミングは、表５で既に詳述しており、ＰＤＣＣＨによ
るＰＵＣＣＨタイミングは、表３で説明した。
【００５９】
　図５を参照すれば、参照番号５０１は、表３と表５でＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３に対
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するタイミング関係を一緒に示したものであり、参照番号５０２は、表３と表５でＴＤＤ
　ＵＬ－ＤＬ設定＃４に対するタイミング関係を一緒に示したものである。
【００６０】
　参照番号５０１で、サブフレーム＃０でＰＤＣＣＨのＰＵＳＣＨのための制御情報によ
ってサブフレーム＃４でＰＵＳＣＨが発生し、サブフレーム＃０でＰＤＣＣＨのＰＵＣＣ
Ｈのための制御情報によってサブフレーム＃４でＰＵＣＣＨが発生することが分かる。ま
た、サブフレーム＃９でＰＤＣＣＨのＰＵＣＣＨのための制御情報によってサブフレーム
＃４でＰＵＣＣＨが発生することが分かる。したがって、サブフレーム＃４を動的サブフ
レームに設定するとき、図４のマクロ基地局は、サブフレーム＃４で上向きリンク干渉を
発生させないようにサブフレーム＃０と＃９をＰＤＣＣＨ伝送をしないＢｌａｎｋｉｎｇ
サブフレームに設定し、前記情報を隣接基地局に伝送する。前記Ｂｌａｎｋｉｎｇサブフ
レームに対する情報から図４の小型基地局は、サブフレーム＃４を動的サブフレームに設
定し、前記動的サブフレームを下向きリンク伝送のために使用し、小型基地局の端末は、
干渉なしに下向きリンク伝送を受信することが可能である。しかし、参照番号５０１で、
マクロ基地局がサブフレーム＃９でもＰＤＣＣＨ伝送をしない場合、サブフレーム＃９で
ＰＤＣＣＨのＰＵＳＣＨのための制御情報によってサブフレーム＃３でＰＵＳＣＨが発生
するので、小型基地局の動的サブフレーム運用に全然影響を与えないサブフレーム＃３で
のＰＵＳＣＨ伝送を阻止することによってマクロ基地局の資源無駄使いをもたらすことが
分かる。したがって、本発明では、参照番号５０１で、サブフレーム＃０と＃９に対する
Ｂｌａｎｋｉｎｇ情報を通知する代わりに、サブフレーム＃４でマクロ基地局のＰＵＣＣ
Ｈ伝送を制限する情報である上向きリンク保護サブフレーム情報を隣接基地局に伝送する
ことを提案する。本方法を通じてマクロ基地局は、サブフレーム＃０でＰＤＣＣＨを通じ
てＰＵＣＣＨのための制御情報を伝送しないことによって、サブフレーム＃４でＰＵＣＣ
Ｈ伝送を制限する。また、本発明を通じてマクロ基地局は、下向きリンクサブフレーム＃
９でＰＤＣＣＨを通じてＰＵＳＣＨのための制御情報のみを伝送することによって、サブ
フレーム＃４でＰＵＣＣＨ伝送を制限する。すなわちマクロ基地局は、サブフレーム＃９
でＰＤＣＣＨのＰＵＳＣＨのための制御情報を通じてサブフレーム＃３でＰＵＳＣＨ伝送
を可能にする。前記上向きリンク保護サブフレーム情報を受けた隣近の小型基地局は、前
記サブフレーム＃４を動的サブフレームに設定し、前記動的サブフレームで下向きリンク
伝送を行うことが可能であり、小型基地局の端末は、干渉なしに前記下向きリンク伝送を
受信する。
【００６１】
　同様に、参照番号５０２でサブフレーム＃９でＰＤＣＣＨのＰＵＳＣＨのための制御情
報によってサブフレーム＃３でＰＵＳＣＨが発生し、サブフレーム＃９でＰＤＣＣＨのＰ
ＵＣＣＨのための制御情報によってサブフレーム＃３でＰＵＣＣＨが発生することが分か
る。また、サブフレーム＃８でＰＤＣＣＨのＰＵＣＣＨのための制御情報によってサブフ
レーム＃３でＰＵＣＣＨが発生することが分かる。したがって、サブフレーム＃３を動的
サブフレームに設定するとき、図４のマクロ基地局は、サブフレーム＃３で上向きリンク
干渉を発生させないようにサブフレーム＃９と＃８をＰＤＣＣＨ伝送をしないＢｌａｎｋ
ｉｎｇサブフレームに設定し、前記情報を隣接基地局に伝送する。前記Ｂｌａｎｋｉｎｇ
サブフレームに対する情報から図４の小型基地局は、サブフレーム＃３を動的サブフレー
ムに設定し、前記動的サブフレームで下向きリンク伝送を行い、小型基地局の端末は、下
向きリンク伝送を干渉なしに受信することが可能である。しかし、参照番号５０２で、マ
クロ基地局のサブフレーム＃８でもＰＤＣＣＨ伝送をしない場合、サブフレーム＃８でＰ
ＤＣＣＨのＰＵＳＣＨのための制御情報によってサブフレーム＃２でＰＵＳＣＨが発生す
るので、小型基地局の動的サブフレーム運用に全然影響を与えないサブフレーム＃２での
ＰＵＳＣＨ伝送を阻止することによってマクロ基地局の資源無駄使いをもたらすことが分
かる。したがって、上記のようにサブフレーム＃８と＃９に対するＢｌａｎｋｉｎｇ情報
を通知することの代わりに、サブフレーム＃３でマクロ基地局のＰＵＣＣＨ伝送を制限す
る情報である上向きリンク保護サブフレーム情報を隣接基地局に伝送することを提案する
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。本方法を通じてマクロ基地局は、サブフレーム＃９でＰＤＣＣＨを通じてＰＵＣＣＨの
ための制御情報を伝送しないことによって、サブフレーム＃３でＰＵＣＣＨ伝送を制限す
る。そして、本発明を通じてマクロ基地局は、下向きリンクサブフレーム＃８でＰＤＣＣ
Ｈを通じてＰＵＳＣＨのための制御情報のみを伝送することによって、サブフレーム＃３
でＰＵＣＣＨ伝送を制限する。すなわちマクロ基地局は、サブフレーム＃８でＰＤＣＣＨ
のＰＵＳＣＨのための制御情報を通じてサブフレーム＃２でＰＵＳＣＨ伝送を可能にする
。前記上向きリンク保護サブフレーム情報を受けた隣近の小型基地局は、前記サブフレー
ム＃３を動的サブフレームに設定し、前記動的サブフレームで下向きリンク伝送を行うこ
とが可能であり、小型基地局の端末は、干渉なしに前記下向きリンク伝送を受信する。
【００６２】
　図６ａは、本発明の実施形態による通信システムにおいてマクロ基地局のサブフレーム
運用手続を示す流れ図である。
【００６３】
　図６ａを参照すれば、段階６０１で、マクロ基地局は、上向きリンク保護サブフレーム
情報を隣接基地局に伝送する。この際、マクロ基地局は、マクロ基地局の端末で上向きリ
ンク伝送を抑制するための上向きリンク保護サブフレームを決定し、隣接基地局に通知す
る。ここで、隣接基地局は、他のマクロ基地局であってもよく、小型基地局であってもよ
い。このために、マクロ基地局は、全体のサブフレームに対応するビットマップを通じて
それぞれのサブフレームに対する上向きリンク保護サブフレーム決定可否を伝送する。ま
たはマクロ基地局は、当該ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定で上向きリンクサブフレームに対応す
るビットマップを通じてそれぞれの上向きリンクサブフレームに対する上向きリンク保護
サブフレーム決定可否を伝送する。または、マクロ基地局は、当該ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設
定で具現される上向きリンク保護サブフレームを含むフレーム構成、例えば、図３で３０
１、３０２、３０３または３０４のうちいずれか１つのフレーム構成を示す指示子を伝送
する。ここで、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３によってサブフレーム運用時に、マクロ基地
局は、サブフレーム＃２、＃３または＃４のうち少なくともいずれか１つを上向きリンク
保護サブフレームとして決定する。段階６０２で、マクロ基地局は、スケジューリングを
行う。この際、マクロ基地局は、上向きリンク保護サブフレームでマクロ基地局の端末か
ら上向きリンク伝送が行われないように、上向きリンク保護サブフレームに対するスケジ
ューリングを行わない。段階６０３で、マクロ基地局は、スケジューリング結果によるス
ケジューリング情報を伝送する。この際、マクロ基地局は、上向きリンク保護サブフレー
ムに対応する下向きリンクサブフレームでＰＵＳＣＨのためのスケジューリング情報を伝
送する。ここで、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３によってサブフレーム運用時に、マクロ基
地局は、サブフレーム＃９でＰＵＣＣＨのためのスケジューリング情報は、伝送せず、Ｐ
ＵＳＣＨのためのスケジューリング情報を伝送する。
【００６４】
　一方、図示してはいないが、隣接基地局で決定された上向きリンク保護サブフレームが
通知されれば、マクロ基地局は、当該上向きリンク保護サブフレームを設定する。そして
、マクロ基地局は、スケジューリングを行う。この際、マクロ基地局は、上向きリンク保
護サブフレームでマクロ基地局の端末から上向きリンク伝送が行われないように、上向き
リンク保護サブフレームに対するスケジューリングを行わない。その後、マクロ基地局は
、スケジューリング結果によるスケジューリング情報を伝送する。この際、マクロ基地局
は、上向きリンク保護サブフレームに対応する下向きリンクサブフレームでＰＵＳＣＨの
ためのスケジューリング情報を伝送する。ここで、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３によって
サブフレーム運用時に、マクロ基地局は、サブフレーム＃９でＰＵＣＣＨのためのスケジ
ューリング情報は、伝送せず、ＰＵＳＣＨのためのスケジューリング情報を伝送する。
【００６５】
　図６ｂは、本発明の実施形態による通信システムにおいて小型基地局のサブフレーム運
用手続を示す流れ図である。
【００６６】
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　図６ｂを参照すれば、段階６０４で、小型基地局は、隣接基地局で上向きリンク保護サ
ブフレーム情報を受信する。段階６０５で、小型基地局は、前記上向きリンク保護サブフ
レーム情報を利用して動的サブフレームを設定する。段階６０６で、前記小型基地局は、
前記動的サブフレームを下向きリンク伝送のために使用する。
【００６７】
　これを通じて、マクロ基地局の端末が上向きリンク保護サブフレームで上向きリンク伝
送を行わない。そして、前記小型基地局の端末は、マクロ基地局の上向きリンク保護サブ
フレームを動的サブフレームとして利用して下向きリンク伝送を行う。これにより、マク
ロ基地局の端末から小型基地局の端末への干渉が抑制される。すなわち小型基地局の端末
で干渉なしに下向きリンク伝送を受信することが可能である。
【００６８】
　次に、ＴＤＤシステムにおいて小型基地局が動的サブフレームを下向きリンク伝送に使
用するとき、小型基地局が下向きリンクデータをスケジューリングするときに参考する下
向きリンクチャネル情報を小型基地局端末が伝送するようにする具体的な方法を説明する
。具体的な発明を説明するに先立って、本発明では、小型基地局が動的サブフレームを下
向きリンク伝送に使用するとき、図５、図６ａ及び図６ｂで提案した方法を利用して隣接
マクロ基地局や小型基地局での上向きリンク伝送はないと仮定する。したがって、動的サ
ブフレームを下向きリンク伝送に使用する隣接する小型基地局が存在すれば、当該小型基
地局からの下向きリンク干渉を含んでいるチャネル情報を把握する方案を提供するように
する。　図７ａは、本発明の第１実施形態による通信システムにおいて小型基地局の端末
でチャネル情報伝送手続を示す流れ図である。
【００６９】
　図７ａを参照すれば、段階７０１で、端末は、小型基地局が動的サブフレームを下向き
リンク伝送に使用するかを判断する。当該判断は、前記動的サブフレームのＰＤＣＣＨが
存在する領域でＰＤＣＣＨ復号を行い、端末に伝送されるＤＬ　ＤＣＩフォーマットがあ
るか否かによって行う。端末は、ＤＬ　ＤＣＩフォーマットが存在しなければ、段階７０
９で、以前の下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータに対するスケジューリング
可否によって上向きリンクデータ伝送の実行可否を判断し、行う。もしＤＬ　ＤＣＩフォ
ーマットが存在すれば、前記動的サブフレームが下向きリンク伝送のために使用されてい
ることを把握することができ、段階７０２で、端末は、当該サブフレームで非周期チャネ
ル情報測定を行う。段階７０３で、端末は、ｎ＋４サブフレーム以後に現われる上向きリ
ンクサブフレームで非周期チャネル情報を伝送する。すなわち動的サブフレームで、端末
は、小型基地局から別途の要請なく、非周期チャネル情報の測定及び伝送を行う。
【００７０】
　もし、参照番号５０１でサブフレーム＃４が動的サブフレームに設定され、小型基地局
が前記の動的サブフレームを下向きリンク伝送のために使用すれば、端末は、次のラジオ
フレームのサブフレーム＃２で非周期チャネル情報を伝送する。前記非周期チャネル情報
の具体的な内容は、端末に設定された伝送モードによって事前に設定されることができ、
上位シグナリングを通じて伝送される。もしＬＴＥ　Ｒｅｌ．８で定義している周期的な
ワイドバンドＣＱＩ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｑｕａｌｉｔｙ　ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）／ＰＭＩ
（Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）であることができ、周期的
なサブバンドＣＱＩ／ＰＭＩであることもできる。前記周期的なサブバンドＣＱＩ／ＰＭ
Ｉの場合、サブバンドの数とサイズに対する決定は、事前に決定されることができ、上位
シグナリングを通じて伝送される。また、周期的なＲＩ（ｒａｎｋ　ｉｎｄｉｃａｔｏｒ
）が伝送されることもできる。このように動的サブフレームを下向きリンク伝送に使用す
るか否かによって端末は、非周期チャネル情報及び周期的チャネル情報を選択的に基地局
に伝送する。このようなチャネル情報の選択的な伝送のために、端末は、周期的チャネル
情報及び非周期チャネル情報をそれぞれ格納する。前記ワイドバンドＣＱＩ／ＰＭＩ、サ
ブバンドＣＱＩ／ＰＭＩ、ＲＩのようなチャネル情報の伝送順序と伝送回数は、前記チャ
ネル情報の重要性やＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定による上向きリンクサブフレームの個数によ
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って事前に決定されることができ、上位シグナリングを通じて伝送される。もし段階７０
３で伝送されるべき他の上向き制御情報が存在するか、または上向きデータが存在すれば
、一緒に多重化されて伝送されてもよい。または、事前に定められるか、または上位シグ
ナリングを通じて特定の上向き制御情報や上向きデータの一部を伝送しなくてもよい。
【００７１】
　次に、段階７０４で、端末は、以後に現われる動的サブフレームで段階７０１のような
動作を通じて動的サブフレームが下向きリンク伝送のために使用するかを判断する。下向
きリンク伝送のために使用すれば、段階７０５で、端末は、以前の動的サブフレームに対
する非周期チャネル情報伝送を中断し、当該サブフレームで非周期チャネル情報測定を行
う。次に、段階７０３に行って当該動作を行う。段階７０４で、下向きリンク伝送のため
に使用していなければ、段階７０６で、端末は、事前に決定された非周期チャネル情報の
伝送回数が満たされるかどうかを判断する。満たされる場合、段階７０７で、端末は、小
型基地局のスケジューリング可否によって上向きリンクデータ伝送の実行可否を判断し、
行う。段階７０６で、満たされない場合、段階７０８で、端末は、上向きリンクサブフレ
ームで動的サブフレームに対する非周期チャネル情報を伝送する。この際、伝送する非周
期チャネル情報は、事前に決定されたチャネル情報の伝送順序によって決定される。もし
段階７０８で伝送されるべき他の上向き制御情報が存在するか、または上向きデータが存
在すれば、一緒に多重化されて伝送される。その後、段階７０４に戻って、当該動作を行
う。
【００７２】
　図８ａ及び図８ｂは、第１実施形態による非周期チャネル情報伝送をするとき、詳細包
含情報及び伝送時点を説明している図である。
【００７３】
　図８ａを参照すれば、参照番号８０１は、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃３でサブフレーム
＃４を動的サブフレームに設定し、下向きリンク伝送を行うとき、詳細な非周期チャネル
情報及び時点を示す。小型基地局は、ｉ番目ラジオフレームのサブフレーム＃４で下向き
リンク伝送を行い、端末は、図７ａの段階７０１で説明したように、ＤＣＩフォーマット
の探索後に前記サブフレームが下向きリンク伝送のために行われたことを認識し、前記サ
ブフレームで非周期チャネル情報測定を行う。次に、ｎ＋４以後に最も初めて現われるｉ
＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃２で測定した非周期チャネル情報の伝送を行う
。この実施形態では、上位シグナリングによってＲＩ、ワイドバンドＣＱＩ、サブバンド
ＣＱＩを伝送するように設定されたことを仮定し、伝送回数は、ＲＩ　１回、ワイドバン
ドＣＱＩ　１回、サブバンドＣＱＩ　４回に設定されたことを仮定した。伝送順序は、Ｒ
Ｉ、ワイドバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サ
ブバンドＣＱＩの順にあらかじめ設定されたことを仮定する。サブバンドのサイズは、下
向きＢａｎｄｗｉｄｔｈサイズによって事前に設定されることができ、下向きＢａｎｄｗ
ｉｄｔｈは、多数のサブバンドの集合に分けられるように設定される。また、サブバンド
の選択は、サブバンドの集合内で端末が１つを選択して基地局に通知するように設定され
る。ｉ＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃２では、ＲＩが最も初めて伝送される。
ｉ＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃３では、ワイドバンドＣＱＩが伝送される。
次に、ｉ＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃４では、サブバンドＣＱＩが伝送され
る。次に、ｉ＋２番目ラジオフレームのサブフレーム＃３からサブフレーム＃５までサブ
バンドＣＱＩがそれぞれ伝送される。ｉ＋３番目ラジオフレームのサブフレーム＃４は、
さらに小型基地局が前記サブフレームを下向きリンク伝送に使用し、端末は、非周期チャ
ネル情報を測定し、以後上記で設定されたように、チャネル情報を伝送する。
【００７４】
　図８ｂを参照すれば、参照番号８０２は、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設定＃６でサブフレーム
＃３、＃４を動的サブフレームに設定し、下向きリンク伝送を行うとき、詳細な非周期チ
ャネル情報及び時点を示す。小型基地局は、ｉ番目ラジオフレームのサブフレーム＃３と
＃４で下向きリンク伝送を行い、端末は、前記サブフレーム＃３と＃４で非周期チャネル
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情報測定を行う。次に、ｎ＋４以後に最も初めて現われるｉ番目ラジオフレームのサブフ
レーム＃８で測定した非周期チャネル情報の伝送を行う。この実施形態では、上位シグナ
リングによってワイドバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩを伝送するように設定されたこと
を仮定し、伝送回数は、サブフレーム＃３のためのワイドバンドＣＱＩ　１回、サブバン
ドＣＱＩ　２回とサブフレーム＃４のためのワイドバンドＣＱＩ　１回、サブバンドＣＱ
Ｉ　２回に設定されたことを仮定した。伝送順序は、サブフレーム＃３のためのワイドバ
ンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サブフレーム＃４のためのワイドバ
ンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩ、サブバンドＣＱＩの順にあらかじめ設定されたことを仮
定する。サブバンドのサイズは、下向きＢａｎｄｗｉｄｔｈサイズによって事前に設定さ
れることができ、下向きＢａｎｄｗｉｄｔｈは、多数のサブバンドの集合に分けられるよ
うに設定される。また、サブバンドの選択は、サブバンドの集合内で端末が１つを選択し
て基地局に通知するように設定される。ｉ番目ラジオフレームのサブフレーム＃８では、
前記サブフレーム＃３のためのワイドバンドＣＱＩが最も初めて伝送される。ｉ＋１番目
ラジオフレームのサブフレーム＃２では、前記サブフレーム＃３のためのサブバンドＣＱ
Ｉが伝送される。次に、ｉ＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃３では、前記サブフ
レーム＃３のためのサブバンドＣＱＩが伝送される。次に、ｉ＋１番目ラジオフレームの
サブフレーム＃４で前記サブフレーム＃４のためのワイドバンドＣＱＩが伝送される。次
に、ｉ＋１番目ラジオフレームのサブフレーム＃７とサブフレーム＃８で前記サブフレー
ム＃４のためのサブバンドＣＱＩがそれぞれ伝送される。ｉ＋２番目ラジオフレームのサ
ブフレーム＃４は、さらに小型基地局が前記サブフレームを下向きリンク伝送に使用し、
端末は、非周期チャネル情報を測定し、その後、前記サブフレーム＃４に対するチャネル
情報を事前設定されたとおりに伝送する。
【００７５】
　図７ｂは、本発明の第２実施形態による通信システムにおいて小型基地局の端末でチャ
ネル情報伝送手続を示す流れ図である。図７ｂの第２実施形態は、図７ａと図８の第１実
施形態とは異なって、端末がＰＵＳＣＨでチャネル情報を一度に伝送する。
【００７６】
　図７ｂを参照すれば、段階７１１で、端末は、小型基地局が動的サブフレームを下向き
リンク伝送に使用するかどうかを判断する。当該判断は、前記動的サブフレームのＰＤＣ
ＣＨが存在する領域でＰＤＣＣＨ復号を行い、端末に伝送されるＤＬ　ＤＣＩフォーマッ
トがあるか否かによって行う。端末は、ＤＬ　ＤＣＩフォーマットが存在しなければ、段
階７１５で以前の下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータに対するスケジューリ
ング可否によって上向きリンクデータ伝送の実行可否を判断し、行う。もしＤＬ　ＤＣＩ
フォーマットが存在すれば、前記動的サブフレームが下向きリンク伝送のために使用され
ていることが分かる。また、段階７１２で、端末は、基地局から前記動的サブフレームで
非周期チャネル情報要請を受信する。当該情報要請受信は、前記７１１段階のようにＰＤ
ＣＣＨ復号を通じてＵＬ　ｇｒａｎｔを受信することによって可能である。前記ＵＬ　ｇ
ｒａｎｔは、ＰＵＳＣＨデータなしに非周期チャネル情報だけを要請するものに制限され
ることもできる。段階７１３で、端末は、当該動的サブフレームで非周期チャネル情報測
定を行う。段階７１４で、前記端末は、ｎ＋４サブフレーム以後に現われる上向きリンク
サブフレームで段階７１２でのＵＬｇｒａｎｔを通じた非周期チャネル情報要請に従って
非周期チャネル情報を伝送する。もし、参照番号５０１でサブフレーム＃４街動的サブフ
レームに設定され、小型基地局が前記の動的サブフレームを下向きリンク伝送のために使
用し、前記動的サブフレームで非周期チャネル情報要請を受けたら、端末は、次のラジオ
フレームのサブフレーム＃２で非周期チャネル情報を伝送する。前記非周期チャネル情報
は、上位シグナリングによって設定されたチャネル情報をすべて含む。
【００７７】
　図７ｃは、本発明の第３実施形態による通信システムにおいて小型基地局の端末でチャ
ネル情報伝送手続を示す流れ図である。図７ｃの第３実施形態は、図７ａと図８の第１実
施形態とは異なって、端末がＰＵＳＣＨでチャネル情報を一度に伝送する。
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【００７８】
　図７ｃを参照すれば、段階７２１で、端末は、小型基地局が動的サブフレームを下向き
リンク伝送に使用するかどうかを判断する。当該判断は、前記動的サブフレームのＰＤＣ
ＣＨが存在する領域でＰＤＣＣＨ復号を行い、端末に伝送されるＤＬ　ＤＣＩフォーマッ
トがあるか否かによって行う。端末は、ＤＬ　ＤＣＩフォーマットが存在しなければ、段
階７２５で、以前の下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータに対するスケジュー
リング可否によって上向きリンクデータ伝送の実行可否を判断し、行う。もしＤＬ　ＤＣ
Ｉフォーマットが存在すれば、前記動的サブフレームが下向きリンク伝送のために使用さ
れていることが分かる。段階７２２で、端末は、当該動的サブフレームで非周期チャネル
情報測定を行う。前記情報は、当該動的サブフレームのための非周期チャネル情報が要請
されたときに伝送するための目的で行うものである。段階７２２の手続は、端末の具現動
作によって次の段階後に移動することもできる。次に、段階７２３で、端末は、動的サブ
フレーム以後に最初の下向きリンクサブフレームで基地局から非周期チャネル情報要請を
受信する。前記非周期チャネル情報要請は、ＵＬ　ｇｒａｎｔを通じて受信され、前記Ｕ
Ｌ　ｇｒａｎｔは、ＰＵＳＣＨデータなしに非周期チャネル情報だけを要請することに制
限されることもできる。段階７２４で、前記端末は、前記下向きリンクサブフレームに対
応する上向きリンクサブフレームで前記動的サブフレームのための非周期チャネル情報を
伝送する。前記非周期チャネル情報は、上位シグナリングによって設定されたチャネル情
報をすべて含む。
【００７９】
　図７ｄは、本発明の第４実施形態による通信システムにおいて小型基地局の端末でチャ
ネル情報伝送手続を示す流れ図である。図７ｄの第４実施形態は、図７ａと図８の第１実
施形態とは異なって、端末がＰＵＳＣＨでチャネル情報を一度に伝送する。
【００８０】
　図７ｄを参照すれば、段階７３１で、端末は、小型基地局が動的サブフレームを下向き
リンク伝送に使用するかどうかを判断する。当該判断は、前記動的サブフレームのＰＤＣ
ＣＨが存在する領域でＰＤＣＣＨ復号を行い、端末に伝送されるＤＬ　ＤＣＩフォーマッ
トがあるか否かによって行う。端末は、ＤＬ　ＤＣＩフォーマットが存在しなければ、段
階７３７で、以前の下向きリンクサブフレームで上向きリンクデータに対するスケジュー
リング可否によって上向きリンクデータ伝送の実行可否を判断し、行う。もしＤＬ　ＤＣ
Ｉフォーマットが存在すれば、前記動的サブフレームが下向きリンク伝送のために使用さ
れていることが分かる。段階７３２で、端末は、当該動的サブフレームで非周期チャネル
情報測定を行う。前記情報は、当該動的サブフレームのための非周期チャネル情報が要請
されたときに伝送するための目的で行うものである。段階７３２の手続は、端末の具現動
作によって次の段階後に移動することもできる。次に、段階７３３で、端末は、動的サブ
フレーム以後に最初の下向きリンクサブフレームで基地局から非周期チャネル情報要請を
受信する。前記非周期チャネル情報要請は、ＵＬ　ｇｒａｎｔを通じて受信され、前記Ｕ
Ｌ　ｇｒａｎｔは、ＰＵＳＣＨデータなしに非周期チャネル情報だけを要請することに制
限されることもできる。前記のＵＬ　ｇｒａｎｔは、前記の非周期チャネル情報要請が一
般的な下向きリンクサブフレームのためのものであるか、または前記の動的サブフレーム
のためのものであるかを指称するフラグを含む。
【００８１】
　次に、段階７３４で、前記のサブフレーム区分のためのフラグが１なら、段階７３５で
、前記端末は、前記下向きリンクサブフレームに対応する上向きリンクサブフレームで前
記動的サブフレームのための非周期チャネル情報を伝送する。前記非周期チャネル情報は
、上位シグナリングによって設定されたチャネル情報をすべて含む。段階７３４で、前記
のサブフレーム区分のためのフラグが０なら、段階７３６で、端末は、前記下向きリンク
サブフレームに対応する上向きリンクサブフレームで一般的な下向きリンクサブフレーム
のための非周期チャネル情報を伝送する。前記非周期チャネル情報は、上位シグナリング
によって設定されたチャネル情報をすべて含む。
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【００８２】
　図９は、本発明の実施形態による通信システムにおいて基地局のサブフレーム運用装置
を示す。
【００８３】
　図９を参照すれば、基地局は、ＰＤＣＣＨブロック９０５、ＰＤＳＣＨブロック９１６
、ＰＨＩＣＨブロック９２４、多重化器９１５で構成される送信部と、ＰＵＳＣＨブロッ
ク９３０、ＰＵＣＣＨブロック９３９、逆多重化器９４９で構成される受信部と、制御機
９０１、スケジューラ９０３で構成される。送信部でＰＤＣＣＨブロック９０５は、ＤＣ
Ｉ構成器９０７、チャネルコーディング部９０９、レートマッチング部９１１、変調器９
１３を具備し、ＰＤＳＣＨブロック９１６は、データバッファー９１７、チャネルコーデ
ィング部９１９、レートマッチング部９２１、変調器９２３を具備し、ＰＨＩＣＨブロッ
ク９２４は、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫ生成器９２５、ＰＨＩＣＨ構成器９２７、変調
器９２９を具備する。受信部でＰＵＳＣＨブロック９３０は、復調器９３７、逆レートマ
ッチング部９３５、チャネルデコーディング部９３３、データ獲得部９３１を具備し、Ｐ
ＵＣＣＨブロックは、復調器９４７、逆レートマッチング部９４５、チャネルデコーディ
ング部９４３、ＡＣＫ／ＮＡＣＫまたはＣＱＩ獲得部９４１を具備する。
【００８４】
　制御機９０１は、本発明によって端末から受信したチャネル情報を利用して端末に伝送
するデータ量、システム内に使用可能なリソース量などを参考してスケジューラ９０３、
ＰＤＳＣＨブロック９１６に通知する。
【００８５】
　ＰＤＣＣＨブロック９０５は、スケジューラ９０３の制御を受けてＤＣＩを構成した後
（９０７）、ＤＣＩは、チャネルコーディング部９０９でエラー訂正能力が付加された後
、レートマッチング部９１１で実際マッピングされるリソース量に合わせてレートマッチ
ングされた後、変調器９１３で変調された後、多重化器９１５で他の信号と多重化される
。
【００８６】
　ＰＤＳＣＨブロック９１６は、スケジューラ９０３の制御を受けてデータバッファー９
１７から伝送しようとするデータを抽出し、抽出されたデータは、チャネルコーディング
部９１９でエラー訂正能力が付加された後、レートマッチング部９２１で実際マッピング
されるリソース量に合わせてレートマッチングされた後、変調器９２３で変調された後、
多重化器９１５で他の信号と多重化される。
【００８７】
　ＰＨＩＣＨブロック９２４は、スケジューラ９０３の制御を受けてＨＡＲＱ　ＡＣＫ／
ＮＡＣＫ生成器９２５で端末から受信したＰＵＳＣＨに対するＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣ
Ｋを生成する。前記ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫは、ＰＨＩＣＨ構成器９２７を通じてＰ
ＨＩＣＨチャネル構造に合わせて構成され、変調器９２９で変調された後、多重化器９１
５で他の信号と多重化される。
【００８８】
　そして、前記多重化された信号は、ＯＦＤＭ信号として生成され、端末に伝送される。
【００８９】
　ＰＵＳＣＨブロック９３０は、本発明によって端末から受信した信号に対して逆多重化
器９４９を通じてＰＵＳＣＨ信号を分離した後、復調器９３７で復調した後、逆レートマ
ッチング部９３５でレートマッチング以前シンボルを再構成した後、チャネルデコーディ
ング部９３３でデコーディングし、データ獲得部９３１でＰＵＳＣＨデートを獲得する。
前記データ獲得部９３１は、デコーディング結果に対するエラー可否をスケジューラ９０
３に通知し、下向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫ生成を調整し、デコーディング結
果に対するエラー可否を搬送波結合及びタイミング制御機９０１に印加し、下向きリンク
ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫ伝送タイミングを調整するようにする。
【００９０】
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　ＰＵＣＣＨブロック９３０は、本発明によって端末から受信した信号に対して逆多重化
器９４９を通じてＰＵＣＣＨ信号を分離した後、これを復調器９４７で復調した後、チャ
ネルデコーディング部９３３でデコーディングし、上向きリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫあるい
はＣＱＩ獲得部９４１で上向きリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫあるいはＣＱＩを獲得する。前記
獲得した上向きリンクＣＱＩは、スケジューラ９０３に印加され、ＰＤＳＣＨの伝送ＭＣ
Ｓ（ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｃｏｄｉｎｇ　ｓｃｈｅｍｅ）を決定するのに利用
される。
【００９１】
　この際、マクロ基地局のサブフレーム運用装置で、制御機は、上向きリンク伝送を抑制
するための上向きリンク保護サブフレームを決定し、隣接基地局に通知する。そして、制
御機は、上向きリンク保護サブフレームに対応する下向きリンクサブフレームでＰＵＳＣ
Ｈのためのスケジューリング情報を伝送する。ここで、上向きリンク保護サブフレームで
マクロ基地局の端末から上向きリンク伝送が行われないように、制御機は、上向きリンク
保護サブフレームに対するスケジューリングを行わない。例えば、ＴＤＤ　ＵＬ－ＤＬ設
定＃３によってサブフレーム運用時に、マクロ基地局は、サブフレーム＃９でＰＵＣＣＨ
のためのスケジューリング情報は、伝送せず、ＰＵＳＣＨのためのスケジューリング情報
を伝送する。
【００９２】
　または、小型基地局のサブフレーム運用装置で、制御機は、隣接基地局で通知される上
向きリンク保護サブフレームを動的サブフレームに設定する。そして、制御機は、動的サ
ブフレームを下向きリンク伝送に使用する。この際、制御機は、小型基地局の端末で受信
される動的サブフレームのチャネル情報を分析し、以後の動的サブフレームをスケジュー
リングするのに利用する。
【００９３】
　図１０は、本発明の実施形態による通信システムにおいて端末のチャネル情報伝送装置
を示す。
【００９４】
　図１０を参照すれば、端末は、ＰＵＣＣＨブロック１００５、ＰＵＳＣＨブロック１０
１６、多重化器１０１５で構成される送信部と、ＰＨＩＣＨブロック１０２４、ＰＤＳＣ
Ｈブロック１０３０、ＰＤＣＣＨブロック１０３９、逆多重化器１０４９で構成される受
信部と、制御機１００１で構成される。送信部でＰＵＣＣＨブロック１００５は、ＵＣＩ
構成器１００７、チャネルコーディング部１００９、変調器１０１３を具備し、ＰＵＳＣ
Ｈブロック１０１６は、データバッファー１０１８、チャネルコーディング部１０１９、
レートマッチング部１０２１、変調器１０２３を具備する。受信部でＰＨＩＣＨブロック
１０２４は、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫ獲得部１０２５、復調器１０２９を具備し、Ｐ
ＤＳＣＨブロック１０３０は、復調器１０３７、逆レートマッチング部１０３５、チャネ
ルデコーディング部１０３３、データ獲得部１０３１を具備し、ＰＤＣＣＨブロック１０
３９は、復調器１０４７、逆レートマッチング部１０４５、チャネルデコーディング部１
０４３、ＤＣＩ獲得部１０４１を具備する。
【００９５】
　制御機１００１は、基地局から受信したＤＣＩから動的サブフレームが下向きリンク伝
送のために使用されるかどうかを決定し、非周期チャネル情報を測定するようにＰＵＣＣ
Ｈブロック１００５、ＰＵＳＣＨブロック１０１６、ＰＨＩＣＨブロック１０２４、ＰＤ
ＳＣＨブロック１０３０、ＰＤＣＣＨブロック１０３９に通知する。前記非周期チャネル
情報測定と伝送方法は、本発明で説明した方法に従う。
【００９６】
　ＰＵＣＣＨブロック１００５は、制御機１００１の制御を受けてＵＣＩ（Ｕｐｌｉｎｋ
　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）を用いてＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫある
いは本発明によるＣＱＩを構成した後（１００７）、ＵＣＩは、チャネルコーディング部
１００９でエラー訂正能力が付加され、変調器１０１３で変調された後、多重化器１０１
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５で他の信号と多重化される。
【００９７】
　ＰＵＳＣＨブロック１０１６は、データバッファー１０１８から伝送しようとするデー
タを抽出し、抽出されたデータは、チャネルコーディング部１０１９でエラー訂正能力が
付加された後、レートマッチング部１０２１で実際マッピングされるリソース量に合わせ
てレートマッチングされた後、変調器１０２３で変調された後、多重化器１０１５で他の
信号と多重化される。
【００９８】
　そして、前記多重化された信号は、ＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）信号として
生成され、基地局に伝送される。
【００９９】
　ＰＨＩＣＨブロック１０２４は、端末から受信した信号に対して逆多重化器１０４９を
通じてＰＨＩＣＨ信号を分離した後、復調器１０２９で復調された後、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ
／ＮＡＣＫ獲得部１０２５でＰＵＳＣＨに対するＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫ可否を獲得
する。
【０１００】
　ＰＤＳＣＨブロック１０３０は、本発明によって動的サブフレームで基地局から受信し
た信号に対して逆多重化器１０４９を通じてＰＤＳＣＨ信号を分離した後、復調器１０３
７で復調した後、逆レートマッチング部１０３５でレートマッチング以前シンボルを再構
成した後、チャネルデコーディング部１０３３でデコーディングし、データ獲得部１０３
１でＰＤＳＣＨデートを獲得する。前記データ獲得部１０３１は、デコーディング結果に
対するエラー可否をＰＵＣＣＨブロック１００５に通知し、上向きリンクＨＡＲＱ　ＡＣ
Ｋ／ＮＡＣＫ生成を調整する。
【０１０１】
　ＰＤＣＣＨブロック１０３９は、基地局から受信した信号に対して逆多重化器１０４９
を通じてＰＤＣＣＨ信号を分離した後、これを復調器１０４７で復調した後、チャネルデ
コーディング部１０３３でデコーディングし、ＤＣＩ獲得部１０４１でＤＣＩを獲得する
。
【０１０２】
　この際、小型基地局の端末で、制御機は、下向きリンク伝送に使用される動的サブフレ
ームで非周期チャネル情報を測定する。そして、制御機は、非周期チャネル情報を少なく
とも１つの上向きリンクサブフレームで伝送する。ここで、制御機は、あらかじめ決定さ
れた上向きリンクサブフレーム、例えばサブフレーム＃ｎ＋４から少なくとも１つの上向
きリンクサブフレームでＰＵＣＣＨを通じて非周期チャネル情報を伝送する。但し、当該
動的サブフレーム以後の他の動的サブフレームが下向きリンク伝送に使用されれば、制御
機は、非周期チャネル情報の伝送を中断し、非周期チャネル情報の測定を再実行する。ま
たは、動的サブフレーム以後の下向きリンクサブフレームを通じて小型基地局で非周期チ
ャネル情報が要請されれば、制御機が下向きリンクサブフレームに対応する上向きリンク
サブフレームでＰＵＳＣＨを通じて非周期チャネル情報を伝送する。一方、動的サブフレ
ームを通じて小型基地局で非周期チャネル情報が要請されれば、制御機が非周期チャネル
情報を測定する。また、制御機は、あらかじめ定められた上向きリンクサブフレーム、例
えばサブフレーム＃ｎ＋４でＰＵＳＣＨを通じて非周期チャネル情報を伝送する。
【０１０３】
　一方、本明細書と図面に開示された本発明の実施形態は、本発明の技術内容を容易に説
明し、本発明の理解を助けるために特定例を提示したものに過ぎず、本発明の範囲を限定
しようとするものではない。すなわち本発明の技術的思想に基づく他の変形例が実施可能
であるということは、本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者に自明であ
ろう。
【符号の説明】
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【０１０４】
９０１　制御機
９０３　スケジューラ
９０７　構成器
９０９　チャネルコーディング部
９１１　レートマッチング部
９１３　変調器
９１５　多重化器
９１７　データバッファー
９１９　チャネルコーディング部
９２１　レートマッチング部
９２３　変調器
９２５　生成器
９２５、ＰＨＩＣＨ　生成器
９２７　構成器
９２９　変調器
９３１　データ獲得部
９３３　チャネルデコーディング部
９３５　逆レートマッチング部
９３７　復調器
９４１　獲得部
９４３、ＡＣＫ　チャネルデコーディング部
９４５　逆レートマッチング部
９４７　復調器
９４９　逆多重化器
１００１　制御機
１００７　構成器
１００９　チャネルコーディング部
１０１３　変調器
１０１５　多重化器
１０１８　データバッファー
１０１９　チャネルコーディング部
１０２１　レートマッチング部
１０２３　変調器
１０２５　獲得部
１０２９　復調器
１０３１　データ獲得部
１０３３　チャネルデコーディング部
１０３５　逆レートマッチング部
１０３７　復調器
１０４１　獲得部
１０４３、ＤＣＩ　チャネルデコーディング部
１０４５　逆レートマッチング部
１０４７　復調器
１０４９　逆多重化器
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